
2010年度にモデル対策として試行される米

の戸別所得補償制度は、米国やEUの直接支払

いを参考にして設計されている。しかし元よ

り日本と米欧では土地資源の豊富さ、経営面

積規模、水田と畑作など基礎条件に大きな相

違がある。そこで本稿ではそうした相違を踏

まえながら、米国・EUなどの制度と対比して、

日本の特徴と考慮すべき点を整理する。

１　所得支持機能と導入目的

米国やEUの直接支払いは日本と異なり、農

業の所得を維持する方針がはるかに明確であ

る。いずれも農産物価格を引き下げる一方、

農家の収入を直接支払いで補填してきた。し

かも、価格支持制度を維持している。

米国は1963年から、輸出競争力を強化する

ために支持価格を引き下げ、直接支払い(この

ときは農産物による現物支給)で補填した。74

年には所定の目標価格(支持価格より高く、生

産費に対応)と、各年における農家販売価格の

差額を補填する不足払い制度へ移行し、基本

的な枠組みは今も維持されている。

EUも92年以降の共通農政(CAP)改革におい

て、支持価格を引き下げ、引下げ分を固定単

価の直接支払い(直接所得補償)で補填した。

その目的は、対米農業通商摩擦の原因となっ

た輸出補助金の削減であった。
（注１）

03年改革以降

の品目横断的な単一支払い制度は、主要な方

式における各農場の受給額を(作物別の)直接

所得補償から引き継いだ。

それに対して日本は、98年に米の価格支持

を廃止して米価の下落を容認した一方、十分

な補填をしなかった。ガット・ウルグアイラ

ウンドに対応するため食管制度を廃止して国

内農業支持を削減したのである。導入された

直接支払い(稲作経営安定対策など)は価格ない

し売上の短期変動を吸収するものであり、そ

の後発生した傾向的な価格下落に対してはそ

の影響をやや遅らせる効果しか持たない。

戸別所得補償は生産費を補償する点で、価

格支持廃止から12年を経てようやく米国・EU

に近い形の補填が実現するといえる。

２　価格支持と財政負担

しかし、価格支持がない点は引き続き米

国・EUとの大きな相違点である。

日本の米は支持価格を廃止したため、価格

が下落しやすく、EUのような固定単価の支払

いによる補填では農業収入を安定化できな

い。したがって、値下がりに応じて生産費を

補填する不足払い型の直接支払いが必要であ
る。戸別所得補償は、値下がり時に補填を拡

大すれば不
（注２）

足払いとして機能する。
また、価格の市場調整機能は輸出国と競争

力の低い輸入国では異なる。米国やEUのよう

な輸出国(地域)であれば、国(地域)内価格の

下落は直ちに輸出の増加につながり、需給を

引き締めて価格を下支えする。しかし、農地

資源が乏しくかつ高所得の先進国である日本

は農業の競争力が低く、米の輸出が困難であ

るため、よほど米価が低下しない限り輸出に

よる価格の安定は期待できない。

そのうえ価格支持もない現状では、国内要

因による価格低下が起こりやすい。実際、こ

れまでの米価下落は国内需要の縮小が大きな

要因の一つである。そして、大きな内外価格

差は、値下がりの余地が大きいことを意味し

ている。
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米価が下落すれば、米価と生産費の差額で

ある不足払いは拡大し、財政負担の増大とな

る。潜在的な財政負担の大きさも考慮して、

値下がり時に農家の収入を確保する方法を準

備し、国民的な合意を得ておく必要があると

思われる。例えば、土地資源の制約が日本に

やや近いスイスでは、自然保護団体の提案に

より、農業の多面的機能に対する直接支払い

を農業政策の基本施策とし、それによって農

業経営を支えることを国民投票で決定した。

その結果、直接支払い制度は国民の高い支持

を得たのである。常に批判にさらされてきた

EUの直接支払い(値下げの補償)と比べれば、

導入時の意義付けが重要であることがわかる。

また、価格支持から直接支払いへの移行に

伴い、農家の収入源はその一部が消費者から

財政へと移るため、財政負担は拡大する。逆

に、在庫の隔離など市場介入のコストは少な

くとも短期的には、不足払いよりも安いであ

ろう。もし大幅な値下がり時に財源上の問題

から不足払いの維持が難しくなるなら、市場

介入も選択肢として持つべきであろう。
（注３）

３　生産調整の重要性と特徴

日本の米は輸出の余地が限られる(上記)た

め、需給調整の政策手段が概ね国内向けに限

られる点も、補助金つき輸出や対外援助を生

産過剰のはけ口としてきた米国・EUと異な

る。そのため日本の米にとっては供給管理、

なかでも生産調整の重要性が高い。しかも価

格支持を行っていないため、生産調整は米価

の下落および戸別所得補償の支払額(財政負

担)を抑制する主要な手段である。

戸別所得補償と同様に、米国・EUでもかつ

ては減反への参加が直接支払いの受給条件で

あった。ただし、米国は96年、EUは09年に減

反そのものを廃止した。農産物の値上がりと、

輸出やバイオ燃料向けの需要見込みから、む

しろ生産を自由化すべきだと判断したのであ

る。過剰生産力の解消と相当の価格競争力が

前提であり、いずれも日本の米には該当しな

い。

米国、EUにおける減反は原則として不作付

けであり、その配分は全農家一律(所定の面積

割合)であった。転作は他の作物の生産過剰に

つながるため例外であった。一方、日本は耕

地が少なく大豆や麦の輸入依存度が高いた

め、転作を奨励してきた。

また、日本の減反は集団的な取組みがなさ

れてきた。水田、転作、零細経営、耕地の分

散といった条件から、農家間・地域間の調整

が必要なためである。個々の農家を対象とす

る「戸別」所得補償制度において、こうした

調整をどう位置づけるかは重要な問題である。
さらに、日本の米は米国・EUと比べて減反

の割合が高く、
（注４）

参加する農家の負担感も大き

い。食生活の変化と人口の減少による需要の

縮小が続く環境の下で、長期的には過剰水田

の本格的な削減と、他の農業用途への転換が

必要とされよう。
（注５）

このように、日本と米国・EUでは様々な条

件の違いがあり、戸別所得補償の制度設計に

際してもその点を十分に考慮する必要がある。

（ひらさわ　あきひこ）
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（注１）支持価格を引き下げて域内価格を低下させ、
内外価格差を縮小することで輸出補助金を削減し
た。特に小麦が問題となった。

（注２）定額部分を拡大するか、あるいは変動部分の
基準を(直近数年間ではなく)所定の数年間の平均
に固定すればよい。

（注３）価格の下支えが生産調整参加メリットの縮小
とならないよう配慮が必要である。例えば介入対
象を参加者の過剰在庫に限ることが考えられる。

（注４）米国は80年代25％程度、90年代10％程度(服
部信司（1997年）『大転換するアメリカ農業政策』
13頁)。EUは当初15％(その後毎年変更)、99年改
革で10％に固定。日本は参加者にとって３～４割
の減反が必要。

（注５）ただし気候変動などの不測要因を十分考慮す
る必要がある。




